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進が当社の基本的な戦略である．

１．省エネルギーとライフサイクルマネジメント

民生部門，特に事務所（オフィス）用途の建物に

関しては，減少する新築ビルのみならず，既設ビル

のリニューアルにおける効果的アクションが必要と

されている．また昨今，ビル・建物を資産として捉

え，そのライフサイクルを意識した考え方が一般的

となりつつある．

図２はビルにおけるライフサイクル，設計→施工

→調整（試運転）→運用→保守→改修，の中で，長

寿命化と環境負荷低減のために実施すべきPDCA

サイクルを示す図である．こうしたプロセス

（PDCA）を繰り返し，何度もまわすことにより，

長期に渡るコストの削減と，資産性の確保が可能と

なる．

エネルギーマネジメントもこのような視点で実施

されるべきものである．その際には大きく２つの要

本レポートでは，弊社における省エネルギー事業

への取り組みを紹介する．弊社は，ドライヤー，シ

ェーバーなどの美容・健康関連を主体とする電器事

業，住宅内装材，トイレ，バスなどを扱う住設建材

事業，さらに照明からスイッチ，コンセントなど配

線器具に至る電設部材事業など様々な業容を擁す

る．こうした建物とくらしにおける要素，建築設備

をネットワーク化（設備ネットワーク）することに

より，例えば省エネルギーなど，新しい価値提供に

取り組んでいる．

2003年，地球温暖化抑止のための「京都議定書」

が発効された．わが国は2008～2012年の４年間で，

1990年比６%の削減目標を実現しなければならな

い．しかしながら現状温暖化ガス排出量は増加傾向

を示しており，欧州各国がいち早く目標達成を見込

んだ状況に対して，その立ち遅れが懸念されている．

図１に日本の温暖化ガス排出量の推移を示した．

産業部門は1990年比横ばいであるが，全排出量の

１/４を占める民生部門，業務その他・家庭につい

ては90年比37.4%増との状況にあり，その対策が急

務である．こうした分野に対して，基本的構成であ

る照明とその制御に関するインフラを基盤に，各種

設備の状態把握と制御最適化を図る省エネルギー推

図１　日本の温暖化ガス排出量の推移
（環境省・環境白書2004年度版より）
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２．「モニタリング型」省エネルギー

モニタリング型省エネルギーでは，エネルギー消

費実態，機器運用状態情報などを長期，継続的に計

測し，設備運用における問題点や機器の劣化，調整

不良を見つけ出し，改善，最適化を図る．場合によ

っては機器交換，改修を行うことにより，エネルギ

ーや設備のマネジメントを行なうものである．

いわゆるBEMS（Building Energy Management

System）を用いたエネルギーマネジメントやコミ

ッショニングと同義のものと考えている．

この手法では，実態を把握のための計測系（前述

BEMSに相当）を導入，設置する必要があるが，

導入に際しての要件としては，

・経済性があること（回収期間２～３年）

・現状推進中の業務を滞らせすることがないこと

（大規模な工事や設備交換は不可）

・専門家不在にも対応可能であること

を満たすことが必要となる．弊社ではこうした要件

を満たすため，機器組み込み可能なマイクロインタ

ーネット技術（EMIT：Embedded Micro-Internet

Technology）を用い，インターネットを介して各

種センサ，機器を接続，遠隔からのモニタリングを

実現している．これらを社内各ビルに適用し，継続

的なデータ収集を行い，エネルギーの無駄な使用，

機器調整不良や異常による損失を見つけ出し，改善

する方法についてその実用性を，前述NEDOプロ

ジェクトにおいて検証した．表1に対象建物の概要

を示す．同ビルにBEMS（図４）を導入，モニタ

リング型の省エネルギー活動を推進した．

素が必要となる．一つは，運用の中で必要なデータ

について，定量的な実態把握（モニタリング）が可

能であること，もう一つは得られた実態に応じて実

施可能な対策系（コントロール）などを有すること

である．またそのいずれにおいても，経済性が成り

立つことは必然である．

弊社の広く普及している照明とその制御のための

インフラは，実態把握を主体とする「モニタリング」

を比較的安価に，そして容易に実現できるとの利点

を有する．さらに，把握された実態に応じて展開さ

れる「コントロール型」の省エネルギー技術につい

ても，各種設備を協調させたり，居住者の環境制御

への参加を進める手法について研究開発を進めてい

る．

特に平成12年から14年にかけて『稼動時電気損

失削減最適制御技術・マイクロインターネット技術

によるビルトータル協調制御』，続く平成15年から

17年にかけての『エネルギー使用合理化技術実証

研究・ネットワークエージェント型ビルトータル協

調制御の実証研究』は，新エネルギー・産業技術総

合開発機構（NEDO）との共同研究事業として推

進され，必要な要素技術の開発と事業化への取り組

みを大きく加速する内容であった．

図２　ビルライフサイクルマネジメントにおけるPDCA

図３　NEDOプロジェクト概要

表１　実証ビル概要
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「寒い」にも関わらず強力に冷房が行なわれたり，

冬期暖房時に汗をかくほど暖房されるなどの，矛盾

した状態が発生することが頻発する．

このため，壁付コントローラでの手元操作や

Web機能などを利用したPC端末からの制御など居

住者自身による操作が許容されているケースもある

が，一部の居住者の好みで運用され，納得性に欠け

るケースが多い．そこで，全ての居住者から等しく

「温度を上げたい」「下げたい」などの要求，要望を

収集する仕組みを設け，居住者全体の合意から設備

制御を行う方式を考案した．

構成要素を図６に示す．大きくは要求を吸い上げ，

あるいは機器側の情報をフィードバックする㈰双方

向型インターフェイス機能，㈪得られた要求から合

意を形成し，機器設定運転条件を決定するロジック

（アルゴリズム）および，㈫設備機器との通信・制

御部分からなる．特にインターフェイスについては，

図７に示すような，３次元加速度センサを内蔵した

立方体（キューブ）を回転させたり，叩いたりして

要求を入力できる体感型インターフェイスなどの活

結果として，エネルギー消費の無駄の排除，機

器・システム性能の劣化対応を行なうことにより，

高効率照明器具や空調制御コントローラを導入も含

め，約29%の省エネルギーを実現できることが確認

された１）．

３．「コントロール型」省エネルギー

（１）設備間の協調制御による省エネルギー例

自然エネルギーを利用する省エネルギー技術の一

つに昼光利用技術がある．日中の窓際では昼光を積

極的に取り入れ，照明エネルギーの削減を図るもの

であるが，昼光導入は同時に熱流入をもたらし，空

調エネルギーは増大するとの問題がある．

本方式はこうした課題に対し，照明と空調エネル

ギー総エネルギーが最小となるよう，ブラインドス

ラット角度の調整を図る．独自の工夫としては，エ

ネルギーと同時に，グレア（まぶしさ）発生などの

視環境にも配慮している点があげられる２）．

（２）居住者参加型環境制御技術

性別，年齢，業務形態など様々な特性を持つ居住

者が同居するオフィスフロアでは，大半の居住者が

図４　BEMS構成と機能

図５　ブラインドによる協調制御

図６　居住者参加型環境制御方式基本構成

図７　体感型インターフェイス
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以上の研究に関する実験環境の構築には，新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）と松下電

工との共同研究事業「エネルギー使用合理化技術戦

略開発／エネルギー使用合理化技術実証研究」（平

成15～16年度）より支援を受けている。関係各位に

感謝の意を表する。
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用も検討している．

こうした居住者全体が参加する環境制御方式は世

界でも初めての機能であり，実際のオフィスを用い

た実証実験では，簡単なパラメータ操作により，快

適性や省エネルギー性のいずれかを選択的に優先し

たり，両者の両立を図ることが可能であることを確

認している．

またインターフェイス部では，要求を入力する

だけでなく，エネルギー消費状態や居住者の要望集

計結果をフィードバックする機能も有しており，居

住者の省エネルギー意識を高め，行動を誘発するこ

とも期待できる．

表２に２サイト，２年間に渡り実証を行なった結

果を示す．夏期冷房期10%以上の空調負荷削減効果

が不満発生の抑制効果と共に確認されている３）．

さいごに

以上，弊社における省エネルギー事業への取り組

みの一例を示した．本取り組みは，弊社強みの照明

とその制御システムをインフラに，建築設備系ネッ

トワークを構築し，省エネルギーという新たな価値

提供を実現する商材とサービス提供を狙うものであ

る．さらに今後は省エネルギーの次に来るであろう

新しい提供価値の探索についても着手する必要を感

じている．

表２　居住者参加型環境制御方式による省エネルギー効果


